





















































































































ある［坂和 1998］）の国勢調査結果は 1995 年、
2000 年の人口に変化がほとんどなく、5 年間半減
状態が続いていたことを示している（図 4 参照）。
上述の審議会で芦屋市が語った “1 年後” であ



























































時）、事業計画決定は 1996 年 6 月、換地処分は








































団（当時）、事業計画決定は 1998 年 5 月、換地処
分は 2003 年 5 月、事業費は 195 億円（18.9 億円
／ ha）であった。
西部第二地区は面積 10.7ha、施行者は芦屋市、
事業計画決定は 1998 年 3 月、換地処分は 2005 年 3















芦屋市 4,940 4.9 30.6 26.3
旧市街地 9,425 6.1 34.0 24.3 シーサイド、北部山間域を除く市域
ゾーン 12,042 14.0	 55.5 18.3
JR 神戸線～阪神電鉄の市域。震災復興区
画整理３事業はこの間に含まれる
地区外 11,585 8.0 43.2 23.6 ゾーンから地区内を除いた市域
地区内＊ 14,295 38.2 75.1 10.0 大舛、公光、清水、前田、津知の各町
1000 人当り犠牲者、全半壊率、人口密度の算定数値出典
犠牲者数：1995 年 10 月 30 日現在：阪神・淡路大震災の記録　平成 8年 1月 17 日　芦屋市役所
全半壊率：1995 年		9 月 30 日現在：阪神・淡路大震災の記録　平成 8年 1月 17 日　芦屋市役所










住基人口は各年 10 月 1 日、国調人口は 1995 年
から 2005 年まで 3 回分の変動状況を図 2 〜図 8




● 1994 年 10 月 1 日の住基人口を基準人口と
みなし 100 とする。その上で、











平時である 1994 年 10 月 1 日の住基人口は実
人口と変わらないとの前提で行っている。住基
人口には外国籍人口を含んでおらず実際には






表 3 の “A―B” にたいする筆者の思いを記す。
“A―B” は住基人口と国調人口（実人口と見な
している）の差である。平時であればこの差はわ
ずか（前述のとおり1994 年 10 月1日での推計人



















の努力で芦屋市での “A―B” は 5.5 ポイントであっ













中央地区 10,433 17.5 59.5 12.7 大桝町・公光町
西部第一地区 13,758 32.9 82.8 8.0 前田町・清水町
西部第二地区 15,077 45.2 84.1 9.1 津知町
??茶屋之町 11,893 20.6 48.9 24.3 55%が地区外（地区外扱い）
川西町 6,614 11.7 63.4 17.9 75%が地区外（地区外扱い）
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表３　地域別人口変動（1994 年 10 月 1 日、住民基本台帳値を 100 とした場合）



















芦屋市 93.2 87.7 5.5 98.2 98.0 0.2 106.1 105.9 0.2 96 年 92.7 01 年
旧市街地 91.4 79.4 12.1 98.1 98.1 0.0 107.2 106.9 0.3 96 年 91.2 01 年
ゾーン 86.1 63.8 22.3 87.0 86.7 0.3 101.5 102.4 ―1.0 96 年 83.8 05 年
地区外 87.5 73.7 13.8 99.6 101.3 ―1.7 109.6 109.6 0.0 96 年 86.2 01 年
地区内 82.9 40.6 42.4 57.3 52.1 5.2 82.3 85.4 ―3.1 00 年 57.5 ─
中央地区 86.4 49.6 36.8 55.0 51.0 4.0 91.1 93.9 ―2.8
99 年 47.2 ─
大桝・公光
西部第一地区 79.7 36.3 43.5 47.7 39.5 8.2 66.3 70.7 ―4.4
00 年 47.7 ─
前田・清水
西部第二地区 83.4 36.2 47.2 72.5 70.0 2.5 93.7 95.5 ―1.8




茶屋之町 87.4 67.4 20.0 80.7 81.3 ―0.6 97.7 97.9 ―0.2







111.6 113.8 ―2.2 133.3 135.9 ―2.6
95 年 84.6
75%が地区外
＊ 1および＊ 2	 1995 年 10 月 1 日までに川西町事業地区外の街区公園（0.6ha）に 99 戸の応急仮設住宅が設け
られていた。各戸に芦屋市平均世帯人数（2.58 人／世帯）が入居していたとして算定した応急
仮設住宅居住者数を除くと＊ 1は 49.1、＊ 2は 35.5 になる。
＊ 3	参考に示した２町は地区内から除外し、地区外としている。


















































1995 年の国調人口の低下の程度は表 1 に示す
建物全壊率と比例している。
















外は 2000 年には、ほぼ人口が回復し 2005 年は
増加している。またゾーンは 2005 年で人口回





住基：　ゾーン、地区外は 1995 年、1996 年の 2
年連続して低下した後、上昇に転じている。だ
がゾーンは 1997 年から 1998 年にわずかでは
あるが人口減少が見られる。地区内の変動の
影響が現れたものである。地区内は 1995 年か
ら 2000 年まで連続低下を続け 25 ポイント低下



















































地区内外人口変動（10 月 1 日）
（ゾーン・地区外・地区内）
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ら 1998 年の 1 年で 13.6 ポイント急落している










変動を図 4 〜図 6 に示している。各地区は地域状
況の違いにより、国調、住基ともに変動状況に違
いが認められる。









1995 年から 2000 年の間の実人口回復は中央
地区では 1.4 ポイント、西部第一地区では 3.2
ポイントと両地区の実人口は低い水準に止まっ
ている。これに対し西部第二地区では 33.2 ポ
イントと急上昇し、2000 年時点では 7 割にま
で回復している。
2005 年は中央地区と西部第二地区は 9 割を
超え、実人口に関してはほぼ回復している。し
かし西部第一地区は 70%余りと地震後 10 年余
を経て実人口はなお回復していない。
住基：　1995 年から 2000 年の変動で注目すべき
は、1997 年から 1998 年の 1 年間の住基人口急

















図 7、図 8 に示す。
茶屋之町：町のおよそ半分が事業地区内で、そ
の影響のためか住基人口は 1998 年から 2000 年
の間、80%前後まで低下し、その後回復に向かっ




川西町：町の 4 分の 1 が事業地区内である。事
業地区外には複数の大企業などが所有していた広
大な土地があり、地震後マンションが複数建設さ
れたことにより人口回復は著しく 1997 年には 94

















地区別人口変動（10 月 1 日）
中央地区（大桝町・公光町）
図 5　芦屋市震災復興土地区画整理事業
地区別人口変動（10 月 1 日）
西部第一地区（前田町・清水町）
図 6　芦屋市震災復興土地区画整理事業
























































































● 1994 年から 2005 年までの間を 10 年とみ
なした（実際は 11 年）。
●対象年齢階級は 1994 年で 0 歳から 59 歳、
2005 年で 10 歳から 69 歳を対象に 5 歳階
級値を 10 歳階級にまとめて示している。
●地震犠牲者 1）および 10 年間の人口自然減 2）
を考慮（基準人口から除く）してグラフ化した。
3─1 事業地区内外の年代別人口増減
図 9 は事業地区内外について年代別（10 歳階
級）の社会増減を示したものである。
芦屋市では社会増を示す年代は 2005 年で 30 歳
台から 60 歳台の間の全階級となっている。旧市
街地、ゾーン、地区外は 2005 年 20 歳台から 50
歳台で社会増を示し、芦屋市より若年層の社会増
が著しい。ただ芦屋市、旧市街地、ゾーン、地
区外ともに 2005 年で 10 歳台は社会減を示してい
る。
事業地区内は芦屋市や旧市街地など事業地区外
に比較して 2005 年で 40 歳台以降の年代の社会減
が著しい。この年代を中心に地震後地域を離れた
図 7　芦屋市震災復興土地区画整理事業






















































図 10 は各事業地区について年齢階級別（10 歳
階級）の社会増減を示したものである。
中央地区、西部第二地区はほぼ同様の傾向を示
しており、2005 年で 20 歳台、30 歳台の社会増が
著しいが 40 歳台以上は社会減状態である。
西部第一地区は他の地区とは異なり 2005 年で
20 歳台に顕著な社会増が見られ、また 10 歳台は
ほぼ社会増減ゼロである。だが 30 歳台以上はい




影響（寮入居者の年代は 10 代後半から 20 代前半







図 9　（05 国調─ 94 年住基）／（94 年住基）×100
事業地区内外：10 歳階級人口変動：地震犠牲者および自然減考慮

































































































































































線から山麓地域）を 3 本の鉄道、2 本の国道で南
北 6 ゾーン（図 1 参照）に分割し、東西 3 ゾーン
（市境および宮川、芦屋川）に分割した 18 ブロッ
ク内での住民減少率（（94 年住基─ 95 年国調）















図 12 は芦屋市資料によって “震災建替” と位
置づけられた専用住宅の建築確認申請累積率で
1999 年度末を 100%であらわしている。地震後 2



















2000 年（中央地区は 1999 年）に底を迎えるまで
継続している。これは “震災復興” 土地区画整理
図 11　建物全壊率─人口減少率 図 12　震災建替・建築確認申請（累積）
99 年度末までの累積値を 100％

























































あった。98 年 4 月、南芦屋浜災害復興住宅（県







地 区 内 13.6
中 央 21.6
西 部 第 一 9.8
西 部 第 二 9.6





















94 年度 95 年度 96 年度 97 年度 98 年度 99 年度 合計
専用住宅 15 1,392 367 116 101 73 2,064
共同住宅 0 138 64 12 13 7 234
合計 15 1,530 431 128 114 80 2,298
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表６　建築制限の根拠と効果







































都市計画法 53 条 建物階数制限（2階まで）の阻害効果
中央地区の商業系用途地域は建蔽率 80%、容積率 300%であるが、建蔽率をいっぱ
いにとった２階建でも容積率 160%に制限されることになる。





















中央地区 95年 3月17日 96年 6月19日 96年 6月18日 １年３月 97年 9月1日 02年 5月17日
西部第一地区 95年 3月17日 97年12月5日 98年 5月25日 ３年２月 99年 8月10日 03年 5月25日
西部第二地区 95年 3月17日 97年12月5日 98年 3月26日 ３年0月 99年 3月16日 05年 2月25日
表９　街区道路計画の効果






































































＊ 1　概数、「戦災復興誌　第六巻　都市編　Ⅲ」　建設省編　大空社　1991 年 6 月　より
＊ 2　芦屋市資料（芦屋復興土地区画整理　設計図）より求積し地区面積に対する割合を求めた。
＊ 3　建築基準法第 42 条第 2項に定める道路。
表 11　西部第二地区と他地区の 2000 年までの人口変動のまとめ
地区
国調人口比





















































































































































































芦屋市 85,512	 17,311,397	 24.83	 5.00	 9.50	 10.33	 2.90	 1.43	
旧市街地 67,730	 7,185,892	 10.98	 0.00	 3.00	 7.98	 1.62	 1.53	
ゾーン 14,144	 1,174,600	 1.91	 0.00	 0.00	 1.91	 1.35	 1.63	
地区外 8,084 626,014 0.91	 0.00	 0.00	 0.91	 1.13	 1.45	
地区内 6,060 548,586 1.00	 0.00	 0.00	 1.00	 1.65	 1.82	
中央地区＊ 2,294	 209,012	 0.10	 0.00	 0.00	 0.10	 0.44	 0.48	
西部総計 3,766	 339,574	 0.90	 0.00	 0.00	 0.90	 2.65	 2.39	
西部第一地区 1,613 117,245 0.00	 0.00	 0.00	 0.00	 0.00	 0.00	





















































































犠牲者数：1995 年 10 月 30 日現在：阪神・淡路大震災の記録　平成 8年 1月 17 日　芦屋市役所
全半壊率：1995 年		9 月 30 日現在：阪神・淡路大震災の記録　平成 8年 1月 17 日　芦屋市役所









































































































芦屋市での “激震地帯（震度 7 地帯）” の多く、









があったほかは、被害は “震度 7 ゾーン” に比べ













































































ば国道 2 号、43 号の連絡道路となるが、JR 線を
立体交差する上で困難が予想され全線実現は困難
というべきである。ただ、戦災復興時（1946 年）

































































































































































付表　2008 年 10 月 1 日現在住基人口、対地震前年比
単位：％
地　区 中央地区 西部第一地区 西部第二地区




















































み』芦屋市消防本部発行、平成 12 年 10 月。

